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第１章 建設工事事故等の発生状況

１）建設工事事故等が発生した場合の事故報告の流れについて（土木部）

２）建設工事事故等発生に伴う対応等について

３）建設工事事故データベース（SAS）への報告の概要

４）建設工事事故データベース（SAS）に登録する登録対象事故の定義

５）建設工事事故等報告における事故の定義【土木部】

６）建設工事事故等発生状況（土木部発注）：平成９年度～令和５年度

※分析資料：棒グラフ及び折れ線グラフ

７）建設事故又は公衆災害を起こした場合の工事成績評定（減点）について

８）総合評価落札方式に係る工事成績評定点の取り扱いについて

・企業に係る評価項目

・配置予定技術者に係る評価項目
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１）建設工事事故等が発生した場合の事故報告の流れについて

（土木部）

事故発生

受 注 者 各発注機関 本庁事業所管課

土 木 部 長

土木技術管理課 監理課建設業班

速やかに！！
事故発生の連絡

（電話）

事故の第一報
（電話、報告書）

全ての発注機関へ
類似事故再発防止のための

周知・啓発

事故等調査委員会
（本庁）

事故等調査委員会開催等に係
る運用基準に該当する場合

（報告）

（報告）

（報告）

（報告）
（報告）

（通知）

閉庁時における緊急連絡網に
基づき本庁事業主管課へ報告
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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（Ⅰ）土木工事共通仕様書における「安全管理」等に関する記載（抜粋）
＜1-1-30 工事中の安全確保＞

１．受注者は、「土木工事安全施工技術指針」、「建設機械施工安全技術指針」、「
港湾工事安全施工指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）
日本潜水協会」及び「作業船団安全運行指針（社）日本海上起重技術協会」、JIS 
A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現
場管理を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当該工
事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

６．受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは
連絡を行い安全を確保しなければならない。

８．受注者は、「土木請負工事における安全・訓練等の実施について」に基づき、工
事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、次の各号
から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければ
ならない。

１４．受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、「労働安全衛生法」
等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設
備等については、関係法令に基づいた適切な措置を講じておかなければならない。

＜1-1-33 事故報告＞
受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報すると
ともに、監督職員が指示する様式（工事事故報告書）で指示する期日までに、提出
しなければならない。



２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について（フロー図）
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事故発生

受 注 者

発注者（各地域振興局）

土木技術管理課

土 木 部 長

監 理 課

報
告

事業主管課

本庁事故等調査委員会

当該事故に関する安全管理の
適否について審議

報
告

報
告

報
告

報
告

①

② ③

④

⑤

⑥

①事故等調査委員会の開催が
必要な場合、各発注機関へ開
催要請を通知。
②事故等調査委員会開催に必
要な資料の提出を依頼。
③事故等調査委員会開催に必
要な資料の提出。
④提出された資料を基に、局
事故等調査委員会を開催し土
木技術管理課へ提出。
⑤本庁事故等調査委員会の開
催。
⑥本庁事故等調査委員会の審
議結果を通知。
⑦安全管理に関する審議結果
を通知。

⑦

◇事故等調査委員会開催の判断に
ついては、労働基準監督署、怪我
の完治状況及び補修費用等を基に
して判断。



２）建設工事事故等発生に伴う対応等について（必要な資料）
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11）事故発生に係る時系列整理表１）事故発生当日の作業概要及び作業内容の詳細

12）事故発生後に開催された「再発防止対策会議」等資料２）事故発生状況の資料（図面及び写真等）

13）事故発生後に労働基準監督署からの求めに応じて提出し
た資料（労働者死傷病報告書等）

３）工事発生前月末時点での工事進捗状況

14）事故発生後に労働基準監督署から交付された資料（指導
票、是正勧告書等）

４）当日の作業体制（下請、警備員等全ての作業員）

15）被災された方の診断書（個人情報となるため、本人の承
諾を得た上で提出のこと）

５）事故発生当日の作業員等の配置図

16）施工計画書（当初）６）事故発生当日の現場代理人の所在

17）労働災害の場合は、「完治日」及び「現場復帰日」が後
ほど必要になります

７）事故発生前（一週間程度）の作業日報及び危険予知活動
の資料

18）物損公衆災害（ケーブル切断、一般車両損傷等）の場合
は補修に係る見積書

８）新規入場者がある場合には、新規入場者教育資料

19）熱中症の場合は、「暑さ指数の低減、休憩所の整備、服
装、作業時間の短縮、暑熱順化への対応、水分・塩分の摂取、
プレークーリング、日常の健康管理、異常時の措置等につい
ての各種資料

９）月１回の開催が必要な「安全訓練」等の資料

20）車両系建設機械及び振動工具等の各種規定に基づいた資
格等の資料

10）店社パトロール資料（事故発生前の直近で実施されたも
の）

※建設事故等の発生状況（内容）により、提出頂く資料が異なります。



２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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２）建設工事事故等発生に伴う対応等について
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３）建設工事事故データベース（ＳＡＳ）への報告の概要

工事受注者

工事発注者

各事業主管課

土木部長
（土木技術管理課）

①事故発生連絡
Ⅰ電話

②事故の第一報
Ⅰ電話
Ⅱ報告書

③事故の第一報
Ⅰ電話
Ⅱ報告書

★報告書よりまず電話

S
A
S
セ
ン
タ
｜

国
土
交
通
省

データベース登録
データベースに登録する必要がある場合
発注者は受注者に事故番号・パスワードを連絡 工事発注者

工事受注者

③事故番号・パスワード
の連絡

④作成・登録
（請負事故報告書を
作成し発注者へ送信）

工事発注者

①作成・登録
（事故発生状況調書を作成送信）

②事故番号・パスワード

注：SASへの登録（送信）は⑦で行う。
ここでは登録しないこと。

⑤印刷物２部提出
【印刷物１部保管】

各事業主管課

請負者事故報告書、
発注者用事故報告書
を３部作成し提出する。

⑥印刷物１部提出
【印刷物１部保管】

土木部長
（土木技術管理課）⑦登録

【SASセンター】ホームページアドレス http://sas.hrr.mlit.go.jp
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事故の定義事故の分類

工事作業場内又はその隣接区域（以下「工事区域」という。）において、工事関係作業が
起因して、工事関係者が死亡又は負傷した事故。
資機材・工事製品輸送作業（土木工事共通仕様書の総則「1-1-32 交通安全管理第２
項」に規定された安全輸送上の計画に記載された作業。以下「輸送作業」という。）が起
因して工事関係者が死亡又は負傷した事故。

なお、ここでいう負傷とは、休業４日以上の負傷をいう。
＊工事作業場： 工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は機械類を置く等
工事のために、固定あるいは移動柵等により周囲から明確に区分して使用する区域内をい
う。
＊隣接区域： 本来、工事作業場外での作業は禁じられているが、適切な安全対策のもと
に作業上やむを得ず使用する工事作業場に接続した区域をいう。

労働災害
（工事作業が起因して、
工事関係者が死傷した事
故）

工事区域において、当該関係者以外の第三者が起因して工事関係者が死亡又は負傷した事
故。

なお、ここでいう負傷とは休業４日以上の負傷をいう。

もらい事故
（第三者の行為が起因し
て、工事関係者が死傷し
た事故）

工事区域における工事関係作業又は輸送作業が起因して当該工事関係者以外の第三者が死
亡又は負傷した事故。

なお、ここでいう第三者の負傷とは休業４日以上もしくはそれに相当する負傷をいう。

死傷公衆災害
（工事作業が起因して、
当該工事関係者以外の第
三者が死傷した事故）

工事区域における工事関係作業又は輸送作業が起因して第三者の資産に損害を与えた事故
で、第三者の死傷に繋がる可能性の高かった事故。

物損公衆災害
（工事作業が起因して、
当該工事関係者以外の第
三者の資産に損害が生じ
た事故）

４）建設工事事故データベース（ＳＡＳ）に登録する登録対象

事故の定義
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事故の定義事故の分類

・工事作業場内及びその隣接区域（以下「工事区域」という。）において、工事関係作業
が起因して、工事関係者が死亡又は負傷した事故。
・資機材、工事製品等の輸送作業（以下「輸送作業」という。）が起因して工事関係者が
死亡又は負傷した事故。
＊工事作業場： 工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は機械類を置く等、
工事のために固定あるいは移動柵等により周囲から明確に区分して使用する区域内をいう。
＊隣接区域： 本来、工事作業場外での作業は禁じられているが、適切な安全対策のもと
に作業上やむを得ず使用する工事作業場に接続した区域をいう。

労働災害（工事関係作業
等が起因して、工事関係
者が死傷した事故）

工事区域において、工事関係者以外の第三者の行為が起因して工事関係者が死亡又は負傷
した事故。

もらい事故（第三者の行
為が起因して、工事関係
者が死傷した事故）

・工事区域における工事関係作業が起因して工事関係者以外の第三者が死亡又は負傷した
事故。
・輸送作業が起因して工事関係者以外の第三者が死亡又は負傷した事故。

死傷公衆災害（工事関係
作業等が起因して、工事
関係者以外の第三者が死
傷した事故）

・工事区域における工事関係作業が起因して工事関係者以外の第三者の資産に損害を与え
た事故。
・輸送作業が起因して工事関係者以外の第三者の資産に損害を与えた事故。

物損公衆災害（工事関係
作業等が起因して、工事
関係者以外の第三者の資
産に損害が生じた事故）

工事区域において、工事関係作業又は輸送作業に起因せず、工事関係者以外の第三者が自
ら生じさせた事故。
（例：片側交互通行にて交通規制を行っていたところ、運転手の不注意のため停止車両に後続車
両が追突した事故等は、対象）

交通事故等

橋桁の落下や仮設物の崩壊、機械の転倒等の重大な被害に繋がる恐れのあった事故、又は社会的
影響の大きい事故等。

その他

５）建設工事事故等報告における事故の定義【土木部】
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平成９年度以降における建設工事事故等の推移

（資機材納入・病死・個人の責等に係るものを除く）

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷） ②労働災害（重機） ③死傷公衆災害

④物損公衆災害（車両） ⑤物損公衆災害（ケーブル） ⑥物損公衆災害（自転車・その他）

⑦重機の水没 ⑧もらい事故（交通誘導員） ⑨交通事故（第三者）

⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）
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６）建設工事事故等発生状況（土木部発注）
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★平成21年度をピークに減少傾向に
あったが、平成28年に発生した熊本
地震以降、復旧工事の増加に伴い建設
工事事故等も増加していたが、令和５
年度は減少となった。
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建設事故等件数

６）建設工事事故等発生状況（土木部発注）
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★平成21年度をピークに減少傾向にあったが、平
成28年に発生した熊本地震以降、復旧工事の増加
に伴い建設工事事故等も増加していたが、令和５
年度は減少となった。



注５
注３

注１

注５
注４

注１

◆作業員個人の責めに帰すものは含まな

い　注６

◆事故の原因が第三者の行為によると

認められる場合は除く　注７

◆事故の原因が第三者の行為によると

認められる場合は除く　注７

建設事故に伴う工事成績評定に係る減点の考え方

―８点 （文書注意）

―５点 （口頭注意）

―３点

―８点 （文書注意）

―５点

―３点

（口頭注意）

死亡事故

休業４日以上の事故 注５

死亡事故

休業４日以上の事故 注５

又は第三者の財産に関する重大な危害・迷惑

重傷事故（２ヶ月以上の休業）
又は人的被害を伴わない重大事故

建設工事の施
工に伴う災害

労働災害

公衆災害
重傷事故（２ヶ月以上の休業）

「指名停止該当処分通知書」を土木部長（監理課建設業係）

あて通知すること。

ただし、安全管理が適切であった場合は除く。

「指名停止該当処分通知書」を土木部長（監理課建設業係）

あて通知すること。

ただし、安全管理が適切であった場合は除く。

７）建設事故または公衆災害を起こした場合の工事成績評定
（減点）について

熊本県が発注した工事において、工事関係者が死傷するなどの事故を起
こした場合、あるいは一般住民を巻き込むなどの重大な公衆災害を起こ
した場合には、工事成績評定において安全管理の措置が不適切であった
かどうかを判断のうえ、減点することとされています。

「法令遵守等」
の項目で減点。

農計技管第１１６６号
土技第５７６号
平成２１年３月31日
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８）総合評価落札方式に係る工事成績評定点の取り扱い
について（簡易型Ⅱ：土木一式工事（通常工事型）の例）

１）企業に係る評価項目
◆当該工事と同一許可業種の工事成績評定点の平均点

熊本県発注工事で過去５年間に元請けとして完成した「土木一式工事」の工
事成績評定点の平均点

※過去５年間：平成3１年4月1日～令和６年3月31日（令和６年６月1日以降）

配点評価基準評価内容評価項目

3.0点83点以上
熊本県発注工事で過去５年間に
元請けとして完成した「土木一
式工事」の工事成績評定点の平
均点

当該工事と同一
許可業種の工事
成績評定点の平
均点

0.3点～
2.7点

74～82点

0.0点73点以下

建設事故等が発生した場合、工事成績から減点される
ため、この配点での獲得が少なくなる。
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２）配置予定技術者に係る評価項目
◆主任（監理）技術者、又は現場代理人としての当該工事と同一許可業種の工

事成績評定点
国又は熊本県発注工事で、令和元年度以降に主任（監理）技術者又は現場
代理人として従事し完成した「土木一式工事」の工事成績評定点

※令和元年度以降：平成3１年4月1日から入札公告日までの間

配点評価基準評価内容評価項目

3.0点83点以上
国又は熊本県発注工事で、平
成30年度以降に主任（監理）
技術者又は現場代理人として
従事し完成した「土木一式工
事」の工事成績評定点

主任（監理）技術
者、又は現場代理
人としての当該工
事と同一許可業種
の工事成績評定点

0.3点～
2.7点

74～82点

0.0点73点以下

企業に係る評価項目で申請した工事と同じ工事を申
請した場合、この配点での獲得点が少なくなる。
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第２章 安全確保に関する基準・通知等

【土木工事共通仕様書（熊本県土木部）1-1-30工事中の安全確保】

１）工事の安全に係る主な関係法令・基準等

＜参考資料＞

・労働安全衛生法等に記載される基本的な用語及び事業者責任について

３）安全管理に関する主な基準等

【土木工事共通仕様書（熊本県土木部）1-1-30工事中の安全確保に記載】

①土木工事安全施工技術指針：令和6年3月版（国交省大臣官房技術調査課）

②建設工事公衆災害防止対策要綱：令和元年9月版（国交省大臣官房技術調査課）

③建設機械施工安全技術指針：平成17年3月版（国交省総合政策局建設施工企画課）

④建設機械施工安全マニュアル：平成22年4月版（国交省総合政策局建設施工企画課）

２）労働安全衛生法に定める発注者、事業者等の責務について

４）関係法令、基準等のうち関連する事故の事例

5）「災害の種類別安全管理」について（中部地整資料）
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【土木工事共通仕様書（熊本県土木部）１－１－３０工事中の安全確保】

1－１－３０ 工事中の安全確保

１．受注者は、「土木工事安全施工技術指針」、「建設機械施工安全技
術指針」、「港湾工事安全施工指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜
水作業安全施工指針（社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運行指

針（社）日本海上起重技術協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用
仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災
害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当該工事

の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

１４．受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、「労

働安全衛生法」等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとす
る。特に重機械の運転、電気設備等については、関係法令に基づい
て適切な措置を講じておかなければならない。

１９．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱を遵守して災害の防止
を図らなければならない。
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１）工事の安全に係る主な関係法令・基準等

【安全管理に関する主な関係法令】

※大半の工事で関連

労働安全衛生法

労働基準法

雇用保険法

労働者災害補償保険法

日本国憲法

労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針

事業場における労働者の心の健康づくりのための指針

労働安全衛生法施行令

労働安全衛生規則

クレーン等安全規則
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◆労働安全衛生法等に記載される基本的な用語及び事業者責任について

建
設
業
法

発
注
者

指
名
停
止
等

安
全
配
慮
義
務

不法行為による
損害賠償責任

債務不履行による
損害賠償責任

工作物等の瑕疵責任による損害賠償責任

信
用
イ
メ
ー

ジ
の
低
下

安
衛
法

是
正
勧
告

使
用
停
止
等
命
令

指
示
・
営
業
停
止

許
可
取
消

刑法上の責任 安衛法上の責任

刑事責任

社
会
的
責
任

行
政
責
任

労働災害

民事責任

◎事業者責任について

・労働災害が発生すると企業（事業者）や関

係者の責任が問われます。労働者が仕事上の

怪我を負ったり、死亡したりした時の企業等

の責任は、下図のとおりとなっています。

安全サポート
マニュアルより
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１）発注者が配慮すべき事項（安衛法第３条第３項）

２）労働安全衛生法に定める発注者、事業者等
の責務について【中部地整：安全サポートマニュアルより】

◆発注者は、労働災害防止のために以下の事項に配慮しなければなりません。

①施工時の安全衛生の確保に配慮した工期の設定、設計の実施等
②施工時の安全衛生を確保するために必要な経費の積算
③施工時の安全衛生を確保する上で必要な場合における施工条件の明示
④適切な施工業者の選定
⑤分割発注等により工区が分割され複数の元方事業者が存在する工事の発注

者にあっては、次の事項
イ.個別工事間の連絡及び調整 ロ.工事全体の災害防止協議会の設置

◎上記のうち、特に発注後に実施・確認すべき事項について

★施工条件の明示
・土砂や岩石の掘削、工事の振動等による落石、雪崩、土砂崩壊等に備えての防護設備の設置

★個別工事間の連絡及び調整
・近接する工事における、発注者と複数の請負業者間の情報共有と連絡調整
・連絡体制の整備（非常時の臨機の措置等） ・統括安全衛生管理義務者の指名

★工事全体の災害防止協議会の設置
・各現場の元方事業者等で構成される災害防止協議会の設置による連絡調整と安全衛生意識の

向上
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①土木工事安全施工技術指針（施工全般について）（令和６年３月版）

③建設機械施工安全技術指針（機械施工について）（平成17年3月版）

土木工事における施工の安全を確保するため，一般的な技術上の留意
事項や施工上必要な措置等の安全施工の技術指針を示したもの

②建設工事公衆災害防止対策要綱（公衆災害防止について）（令和元年９月版）

建設機械施工に関連する事故・災害を防止するため、建設機械による
施工計画の作成、施工の実施及び管理運用における一般的に必要な技
術上の留意事項や措置を示したもの

土木工事および建築工事の施工に当たって、当該工事の関係者以外の
第三者に対する生命、身体及び財産に関する危害並びに迷惑を防止す
るために必要な計画、設計及び施工の基準を示したもの

※詳細は国土交通省ホームページ等でご確認下さい

④建設機械施工安全マニュアル（機械施工について）（平成22年4月版）

発注者、請負業者等が、お互いの安全管理の補完と、安全施工に対す
る共通意識を持ち、チェックシートを活用し具体的に事故を低減する
ことを目的として策定したもの。

３）安全管理に関する主な基準等
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①土木工事安全施工技術指針
令和６年３月

（国土交通省大臣官房技術調査課）
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出典：「土木工事安全施工技術指針の主な改定内容」（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001727227.pdf） -29-



②建設工事公衆災害防止対策要綱
（令和元年９月版）

〇国土交通省告示第四百九十六号
建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二十五条の二十七第二項の規定に基

づき、建設工事公衆災害防止対策要綱を次のように定め、公布の日から適用す
る。

令和元年 九月二日
国土交通大臣 石井 啓一

（国土交通省大臣官房技術調査課）
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出典：「建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について」（国土交通省）
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf） -31-



出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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出典：国土交通省ホームページ建設工事公衆災害防止対策要綱の改正について
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001304709.pdf）
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③建設機械施工安全技術指針
（平成１７年３月版）

（国土交通省総合政策局建設施工企画課）
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建設機械施工安全技術指針
第Ⅰ編総論
第１章目的

（目的）
第１ 本技術指針は、建設機械施工に関連する事故・災害を防止するため、建設機械による施
工計画の作成、施工の実施及び管理運用における一般的に必要な技術上の留意事項や措置
を示し、建設機械施工の安全確保に寄与することを目的とする。

第２章適用範囲
（適用範囲）
第２ 本技術指針は、建設工事における建設機械施工に関して、法令・基準等で規定される場
合を除き、この指針を適用する。
２、本技術指針でいう建設機械とは、建設工事に使用される全ての建設機械及び機械設備を
いう。

第３章安全対策の基本事項
（安全対策の確実な実施とその向上）
第３ 建設機械施工の安全対策には、工事関係者がそれぞれの立場における安全対策を自覚
し、相互の連携を保ち、施工の安全確保に努めること。
２、建設機械施工を安全に進めるために、現場条件を十分考慮した施工計画を作成し、それに
基づいた施工現場における安全対策を確実に実施すること。なお、実施にあたっては、新たな
問題点や留意すべき事項がないか、点検確認するとともに、より一層の安全対策の向上に努
めること。
（移動作業車の移動）
第１０１ 移動作業車・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・まで
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④建設機械施工安全マニュアル
（平成２２年４月版）

（国土交通省総合政策局建設施工企画課）
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第Ⅰ編 総 論
１．策定の背景
国土交通省(旧建設省)では、平成６年に建設機械施工に関する安全に必要な技術
留意事項や措置を示した「建設機械施工安全技術指針」を策定し、建設現場におけ
る事故防止に努めてきた。しかしながら、依然として全産業における建設業の死亡
事故発生率は約３２％（「平成１６年度建設業安全衛生年鑑」：建設業災害防止協会
による）を占めており、このうち約１７％が建設機械に関連する事故である。
昨今、建設機械の技術進歩による操作の複雑化や小型化による重心位置の変化、
安全装置が適切に活用されないことによるヒューマンエラー的な事故ケース等、事
故要因が変化している。
このような状況から、様々な事故要因のうち、特に「建設機械」と「施工」に起因する
事故を減少させる為に安全対策を講じ、建設業にかかる労働災害の低減を図るこ
とが緊急の課題である。

２．建設機械施工安全マニュアルの目的
建設機械施工安全マニュアル（以下「マニュアル」という）は、発注者、請負業者、専
門工事業者及び建設機械メーカが合同で作成し、お互いの安全管理の補完と、安
全施工に対する共通意識を持ち、チェックシートを活用し具体的に事故を低減するこ
とを目的として策定したものである。

第Ⅱ編 共通事項
１１－２．運転者付き機械の使用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・まで

第Ⅲ編 安全確認チェックシート
〇掘削工～橋梁工までの１５項目
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※大半の工事で関連

労働安全衛生法

労働基準法

雇用保険法

労働者災害補償保険法

日本国憲法

労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針

事業場における労働者の心の健康づくりのための指針

労働安全衛生法施行令

労働安全衛生規則

クレーン等安全規則

４）関係法令、基準等のうち関連する事故の事例
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの①）

（労働安全衛生法）
第２９条 元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該
仕事に関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反しないよう必
要な指導を行なわなければならない。
２ 元方事業者は、関係請負人又は関係請負人の労働者が、当該仕事に
関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反していると認めると
きは、是正のため必要な指示を行なわなければならない。
３ 前項の指示を受けた関係請負人又はその労働者は、当該指示に従わ
なければならない。

元請は下請に対し、適正な指導・指示を行わなけ
ればならない。

※下請業者に関連する事故であっても、元請が責任を問われることがある。

（労働基準監督署から元請・下請け双方に「是正勧告書」が出された事故事例
有り）

ポイント
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの②）

（労働安全衛生規則）
第５１８条 事業者は、高さが二メートル以上の箇所（作業床の端、開口部等を除
く。）で作業を行なう場合において墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある
とは、足場を組み立てる等の方法により作業床を設けなければならない。
２ 事業者は、前項の規定により作業床を設けることが困難なときは、防網を張り、
労働者に安全帯を使用させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講
じなければならない。
第５１９条 事業者は、高さが二メートル以上の作業床の端、開口部等で墜落によ
り労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所には、囲い、手すり、覆い等（以下この
条において「囲い等」という。）を設けなければならない。
２ 事業者は、前項の規定により、囲い等を設けることが著しく困難なとき又は作
業の必要上臨時に囲い等を取りはずすときは、防網を張り、労働者に安全帯を使用
させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。

高さ２メートル以上の箇所での作業にあたっては、
適切な作業床設置、転落防止措置等を実施しなけれ
ばならない。

ポイント
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの③）

（労働安全衛生規則）
第１５７条 事業者は、車両系建設機械を用いて作業を行うときは、車両系建設機
械の転倒又は転落による労働者の危険を防止するため、当該車両系建設機械の運行
経路について路肩の崩壊を防止すること、地盤の不同沈下を防止すること、必要な
幅員を保持すること等必要な措置を講じなければならない。
２ 事業者は、路肩、傾斜地等で車両系建設機械を用いて作業を行う場合において、
当該車両系建設機械の転倒又は転落により労働者に危険が生ずるおそれのあるとき
は、誘導者を配置し、その者に当該車両系建設機械を誘導させなければならない。
３ 前項の車両系建設機械の運転者は、同項の誘導者が行う誘導に従わなければな
らない。

バックホウ等の車両系建設機械を走行させる際に、
路肩崩壊防止等、適正な経路を確保する。また、路
肩部等を走行するときには、必ず誘導者を配置しな
ければならない。

ポイント
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの④）

（労働安全衛生規則）
第１６４条 事業者は、車両系建設機械を、パワー・ショベルによる荷のつり上げ、
クラムシェルによる労働者の昇降等当該車両系建設機械の主たる用途以外の用途に
使用してはならない。
２ 前項の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しない。

一 荷のつり上げの作業を行う場合であって、次のいずれにも該当するとき。
イ 作業の性質上やむを得ないとき又は安全な作業の遂行上必要なとき。
ロ アーム、バケット等の作業装置に次のいずれにも該当するフック、シャッ

クル等の金具その他のつり上げ用の器具を取り付けて使用するとき。
（１）負荷させる荷重に応じた十分な強度を有するものであること。
（２）外れ止め装置が使用されていること等により当該器具からつり上げた

荷が落下するおそれのないものであること。
（３）作業装置から外れるおそれのないものであること。

二 荷のつり上げの作業以外の作業を行う場合であって、労働者に危険を及ぼす
おそれのないとき。 ・・・・（続きあり）

バックホウ等の車両系建設機械を主たる用途以外に
使用してはならない。（例外として認められる場合もある）

ポイント
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの⑤）

（クレーン等安全規則）
第７１条 事業者は、移動式クレーンを用いて作業を行なうときは、移動式クレ
ーンの運転について一定の合図を定め、合図を行なう者を指名して、その者に合図
を行なわせなければならない。ただし、移動式クレーンの運転者に単独で作業を行
なわせるときは、この限りでない。
２ 前項の指名を受けた者は、同項の作業に従事するときは、同項の合図を行な
わなければならない。
３ 第一項の作業に従事する労働者は、同項の合図に従わなければならない。

クレーン作業を行うにあたっては、合図、合図者
を定めた上で作業を行わなければならない。

ポイント

クレーン等安全規則には、玉掛に関する規定がある

⇒玉掛け作業については「玉掛け作業の安全に係るガイドライン」を参照
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの⑥）

（土木工事安全施工技術指針）

第２章 第２節
１．工事区域の立入防止施設

（１）工事現場の周囲は，必要に応じて鋼板，シート又はガードフェンス等防
護工を設置し，作業員及び第三者に対して工事区域を明確にすること。

工事現場内に誤って公衆（第三者）が立ち入るのを防ぐため

・鋼板、シート又はガードフェンス等防護工を設置し、工事区域を

明確にしなければならない。

・固定さく又はこれに類する工作物を設置しなければならない。

ポイント

（建設工事公衆災害防止対策要綱）

第２章 一般事項

第１５ 作業場の区分

２ 施工者は、公衆が誤って作業場に立ち入ることのないよう、固定さく又はこ
れに類する工作物を設置しなければならない。（以下略）
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（関係法令、基準等のうち関連する事故事例の多いもの⑦）

（建設工事公衆災害防止対策要綱）

第２２（車両交通のための路面維持）
施工者は、道路を掘削した箇所を車両の交通の用に供しようとするときは、埋

め戻したのち、原則として、仮舗装を行い、又は覆工を行う等の措置を講じなけれ
ばならない。
この場合、周囲の路面との段差を生じないようにしなければならない。

やむを得ない理由で段差が生じた場合、５パーセント以内の勾配ですりつける
ものとし、施工上すりつけが困難な場合には、標示板等によって通行車両に予知さ
せなければならない。

道路工事において、やむを得ず路面に段差が生じる
場合は出来る限り勾配が５％以内に収まるよう擦り
付けるとともに、適切に注意看板等を設置する。

ポイント
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■開口部について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■掘削作業（明り掘削）について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■掘削用機械について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■整地・運搬・積込み用機械について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■締固め用機械について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■解体用機械について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■移動式クレーン作業について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■玉掛け作業について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■グラインダについて
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■運搬作業について
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５）「災害の種類別安全管理」について：＜中部地整資料＞

■埋設物近接作業について
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１）建設工事事故防止のための重点対策の実施について

２）注意喚起及び改正等の通知文書（５項目）

①建設工事における安全確保の徹底について

②建設工事における安全確保及び事故報告の徹底について

③つり足場設置基準の徹底について

④足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱の改正について

⑤墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドラインの策定について

３）車両系建設機械の用途外使用による事故防止

４）建設機械の作業範囲への立入禁止措置の未実施及び

誘導者、合図者の未配置による事故防止

５）ダンプトラック等による過積載の防止に係る指導事項

第３章 安全確保のための施策
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１）建設工事事故防止のための重点対策の実施について

土技第1111号
平成17年3月31日

◆目 的
熊本県土木部が発注する工事における建設工事事故につい
ては、従来よりその防止対策の徹底を図っているところで
あるが、近年の国土交通省の事故防止重点対策及び建設工
事の事故発生状況を考慮し、建設工事事故防止の一層の推
進を図るため、建設工事の事故防止重点対策を実施するも
のとする。

◆取り組むべき重点項目
（１）足場からの墜落事故防止
（２）車両系建設機械の用途外使用による事故防止
（３）建設機械の作業範囲への立入禁止措置の未実施及び

誘導員、合図者の未配置による事故防止
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①建設工事における安全確保の徹底について
◎平成１７年９月１日付け土技第４９２号［建設工事公衆災害防止対策］

◎平成２２年３月２日付け土技第４６６号［足場からの墜落防止対策］

②建設工事における安全確保及び事故報告の徹底について

◎平成１８年３月９日付け土技第８８７号 土木技術管理室長通知

２）注意喚起及び改正等の通知文書（５項目）

③つり足場設置基準の徹底について

◎平成２５年７月１８日付け土技第１８４号 土木技術管理課長通知

④足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱の改正について

◎平成２７年６月１０日付け土技第１４８号 土木技術管理課長通知

⑤墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドラインの策定について
◎平成３０年７月１２日付け土技第２２５号 土木技術管理課長通知

⇒「墜落制止用器具は「フルハーネス型」を使用することが原則となります（別添パ

ンフレットより抜粋）

-71-



①建設工事における安全確保の徹底について
◎平成１７年９月１日付け土技第４９２号、道総第３６３号土木部長通知

現場において、通行車両や自転車の事故

（いわゆる公衆災害）が増加
課題

対策

再確認
・建設工事公衆災害防止対策要綱

・道路工事現場における標示施設等の設置基準

・道路工事保安施設設置基準（案）

・車両が安全に走行できるように路面を維持
・施工箇所の移動や道路の切り替えに伴い道路

標識や標示板を適切に再設置
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②建設工事における安全確保及び事故報告の徹底
について
◎平成１８年３月９日付け土技第８８７号土木技術管理室長通知

※平成２２年４月６日付け土技第７号［閉庁時における緊急連絡網］

・受注者から発注者への連絡の遅れ

・発注者内においての連絡の遅れ
課題

要因

対策

・負傷の程度が判明した後に連絡をした

・休日・夜間明けに連絡した
・受注者からの書面の提出を待って報告した

・負傷の程度に関わらず報告

・まずは、電話によりすみやかに連絡する
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③つり足場設置基準の徹底について
◎平成２５年７月１８日付け土技第１８４号土木技術管理課長通知

課題

要因

対策

橋梁補修工事において、つり足場が崩壊した事故
を受け、関係基準の再徹底が必要

・労働基準監督署に提出した図面と異なる構造で
施工していた。

・施工した構造が基準（労働安全衛生規則）に適
合しない構造であった。

・労基署等への協議資料の受発注者間の情報共有、
及び、関係基準の認識

・（下請施工の場合）元請による確実な現場確認

⇒【その後、足場について改正通知有り】
足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱の改正について

◎平成２７年６月１０日付け土技第１４８号 土木技術管理課長通知
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枠組足場の設置を必要とする場合

「手すり先行工法等に関するガイドライン」
（厚生労働省平成21年4月改訂）を適用する

発注者は手すり先行工法足場で積算する
特記仕様書で工法を指定する

④足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱
の改正について

工法の
指定仮設

働きやすい安心感のある足場
以下の機能を備えた足場

①二段手すり
②幅木（つま先板）

手すり先行工法
常に手すりが先行設置され
ている状態で足場の組み立
て解体ができる工法

（注）この内容はガイドラインの一部の内容です。(その他点検等に関する記載もあり

ます） ※詳細は厚生労働省ＨＰ等でご覧下さい

⇒平成２７年より足場からの墜落防止のための措置が強化されています -75-



労働安全衛生規則で定める具体的要件（本内容に関する内容抜粋）

（墜落防止 労働安全衛生規則第５６３条三）
① 以下のア、イ いずれかの設備を有していること。

ア 交さ筋かい及び高さ１５ｃｍ以上４０ｃｍ以下のさん若しくは高さ１５ｃｍ以上

の幅木又はこれらと同等以上の機能を有する設備

イ 手すりわく
※「手すりわく」とは、高さ85ｃｍ以上の手すり及び高さ35ｃｍ以上50ｃｍ以下のさん又

はこれと同等の機能を一体化させたものであって、わく状の丈夫な側面防護部材のこと。

（物体の落下防止 労働安全衛生規則第５６３六）

② 高さ１０ｃｍ以上の幅木等と同等以上の機能を有する設備の設置
※①または②で機能を兼ねることができる場合は除く

ガイドラインで定める具体的要件（本内容に関する抜粋）

（墜落防止）
③ 手すり先行工法による組立・解体作業を行うこと。

④ ①に加え、上さんを設置すること。

まとめると・・・

手すり先行工法を採用するとともに、二段手すり、幅木
の機能を有した設備を設ける -76-



措置例

※これに加え、幅木（高さ１０cm以上）等の物体の落下防止措置が必要

赤色部分がガイド
ラインによるもの

黒色部分が安衛則
によるもの

-77-



手すり先行工法とは

常時先行手すりのある状態で足場の組立、解体及
び作業ができる工法
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「二段手すり」の設置

二段手すり -79-



「幅木（つま先板）」の設置

幅木
-80-
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/150618-2.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/150618-2.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/150618-2.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/150618-2.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/150618-2.pdf）

（注）詳細は厚生労働省ホームページ等でご確認ください
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000473567.pdf）

⑤墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドラインの策定について
◎平成３０年７月１２日付け土技第２２５号 土木技術管理課長通知
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000473567.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000473567.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000473567.pdf）
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出典：厚生労働省パンフレットより一部抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000473567.pdf）

（注）詳細は厚生労働省ホームページ等でご確認ください -91-



車両系建設機械の用途外使用に関する研修を
月に４時間実施している「安全訓練
の中で実施すること」を義務付ける

不適正な用途外使用による事故の防止を期待

３）車両系建設機械の用途外使用による事故防止

車両系建設機械の用途外使用に関する基準（法
令）について正しく理解し、受注者自ら適正な
判断を行う。
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※用途外使用が認められているのは以下の条件の場合である。

規則条文使用条件
用途外使用の

作業内容建設機械名

労働安全衛生規則第
164条及び
「車両系建設機械を用い
て行う荷のつり上げの作
業時等における安全確保
について」（平成4年
10月1日付け基発第
542号）

作業の性質上やむ
を得ない

荷のつり上げ
作業

車両系
建設機械

(労働安全衛
生法施行令
別表第7）

安全な作業の遂行
上必要

労働者に危険を及
ぼす恐れがない

荷のつり上げ
以外の作業
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クレーン機能付きバックホウとは

「クレーン機能付きバックホウ」→移動式クレーン

違いを理解

◎2000年2月に労働省労働基準局
より移動式クレーンとして使用が
認められている。

◎クレーンの構造規格に合致した過
負荷警報装置等の安全装置を装備

◎作業モードをクレーン作業に切換
え、起伏操作により荷を上げ下げ
し旋回操作で水平移動させる

◎バケット操作はロックし誤作動を
防止している

バケットに落下防止のフックを付けただけのもの→バックホウ
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上記作業に伴う事故防止を期待

上記作業の安全確保に関する研修を「月に４時間実施している
安全訓練」の中で実施することを義務付ける。

上記作業をする場合、誘導者や合図者の配置、立入禁止措
置が適切か、請負者自ら、適正な判断を行う。

（対象作業）

労働安全衛生規則または、クレーン等安全規則により誘導
者の配置、立入禁止措置、あるいは合図者の配置が求めら
れている作業

４）建設機械の作業範囲への立入禁止措置の未実施
及び誘導者、合図者の未配置による事故防止
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作業
員の
立入

安全措置

該当箇所
建設機械

名 合図者
の配置

立入禁
止措置

誘導者
の配置

禁止－必要
しない
場合運転中に接触の危険のある箇

所
車両系

建設機械
可能

誘導者兼
務可

不要
する場

合

禁止必要必要－

用途外使用の場合の、つり上
げた荷との接触又はつり上げ
た荷の落下する危険のある箇
所

車両系
建設機械

禁止必要必要－
上部旋回体に接触する恐れの
ある箇所

移動式
クレーン

禁止必要必要－
特定のつり上げ方法によりつ
り上げられた荷の下

移動式
クレーン

－－－必要
路肩、傾斜地等の転倒、転落
の危険のある箇所

車両系
建設機械
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作業
員の
立入

安全措置

該当箇所建設機械名 合図者の
配置

立入禁
止措置

誘導者
の配置

禁止－必要
しない
場合運転中に接触の危険のあ

る箇所
車両系
建設機械

可能
誘導者
兼務可

不要
する場

合

左図の事故原因

誘導者の配置をしない場合

・立入禁止措置がとられていない

・作業員が作業範囲に立ち入って

いる

誘導者の配置をする場合

・誘導者（合図者）がいない
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作業
員の
立入

安全措置

該当箇所建設機械名 合図者の
配置

立入禁
止措置

誘導者
の配置

禁止必要必要－

用途外使用の場合の、つり上
げた荷との接触又はつり上げ
た荷の落下する危険のある箇
所

車両系
建設機械

左図の事故原因

・立入禁止措置がとられていない

・合図者がいない

・作業員が作業範囲に立ち入って

いる

誘導者を配置しても作業員は
立入できない
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作業
員の
立入

安全措置

該当箇所建設機械名 合図者
の配置

立入禁
止措置

誘導者
の配置

禁止必要必要－
特定のつり上げ方法によりつ
り上げられた荷の下

移動式
クレーン

特定のつり上げ方法とは

玉掛けが１箇所等

（要するに外れる可能性
のある吊り方）

左図の事故原因

・立入禁止措置がとられ
ていない

・合図者がいない

・作業員が作業範囲に立
ち入っている
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作業
員の
立入

安全措置

該当箇所
建設機械

名 合図者
の配置

立入
禁止
措置

誘導
者の
配置

－－－必要
路肩、傾斜地等の転倒、
転落の危険のある箇所

車両系
建設機械

左図の事故原因

・路肩に近接した

走行なのに、誘

導員がいない
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５）ダンプトラック等による過積載の防止に係る指導事項

① 工事用資・機材、建設副産物等の過積載をしないこと
② 過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しないこと
③ 資材等の過積載を防止するため、資材の購入等にあたっては、

資材納入業者等の利益を不当に害することのないようにすること
④ さし枠の装着又は物品積載装置の不正改造したダンプトラック

等が、工事現場に出入りしないようにすること
⑤ 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関す

る特別措置法」（以下「法」という）の目的に鑑み、法第１２条
に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使
用を促進すること

⑥ 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するにあたっては、
交通安全に関する配慮に欠けるもの又は業務に関しダンプトラッ
ク等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除するこ
と

⑦ ①から⑥のことにつき、下請契約における受注者を指導するこ
と
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土砂及び砕石・As合材等の定量積載の例

コンクリート、Ａｓ殻、Ａｓ切削殻の定量積載の例
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